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１．背景と目的  

 高速道路の地震時における機能的被害・復旧過程の予測

は，災害対策の立案のための重要な検討事項であり，これ

までにも高速道路の復旧予測モデル 1)が提案されている．一

方，近年，高速道路の通行止めを伴う被害地震が多発して

いることから，複数の地震災害で高速道路の地震時機能性

を定量的に評価して比較するためのデータが蓄積されつつ

ある．そこで本研究では，震度情報に基づく供給系ライフ

ラインの地震時機能的被害・復旧に関する二段階評価モデ

ル（評価モデル）2)の手法を応用し，近年の主要地震の被災

事例に基づいた高速道路の機能的フラジリティ関数（評価

モデルのうち第一段階目に相当）を構築し，震災間比較を

行うことを目的とするものである． 

２．国内の主要 4 地震における高速道路の通行止め状況に

関するデータ収集・整理 

 本研究では，2011年東北地方太平洋沖地震，2016年熊本

地震，2018年大阪府北部の地震，2018年北海道胆振東部地

震の計 4 地震の被災事例について分析を行う（以降，2011

年東北・2016年熊本・2018年大阪・2018年北海道と表記）． 

2.1 対象地震および対象道路と使用データ 

本研究では，NEXCO各社管内の高速自動車国道および主

要な一般有料道路と自動車専用道路，都市高速道路及び一

部の直轄管理道路（以上を高速道路と表記）を分析対象と

する．これらの高速道路において，各地震に伴うインター

チェンジ区間・ジャンクション区間（IC 区間と表記）の通

行止めの有無と通行止め発生・解除状況 3), 4)を収集した．各

地震における高速道路の通行止めの有無を図 1 に示す．地

震動分布については，2011 年東北は文献 5)の推定震度分布

（3月 11日 14時 46分に発生した本震と同日 15時 15分に

発生した最大余震のうち，最大値を採用）を使用し，2016

年熊本・2018年大阪・2018年北海道は文献 6)における本震

の推定震度分布を使用した（図 1）．2018年北海道について

はNEXCO東日本で観測された IC位置の計測震度も用いた． 

2.2 事業者の通行規制基準 7)と各地震の本震に伴う高速道

路の交通規制状況 3), 4) 

 各事業者では以下の基準を満たすと通行止めが行われる．

NEXCO 東日本では計測震度 4.5 以上を観測した場合，

NEXCO 西日本では概ね震度 4 以上で安全な走行に支障が

あると思われる場合，阪神高速道路では震度 5 弱以上を観

測した場合である．各地震における交通規制状況を示す． 

a) 2011年東北：NEXCO 東日本管内の東北自動車道などの

約 2,316km で通行止めが発生した．その後順次解除され，

本震翌日には約 1,090km の区間で緊急交通路指定がなされ

た．3月 22日には大型車限定で緊急交通路指定が解除され，

同 24日にはほぼ全線で規制が解除された． 

b) 2016年熊本：NEXCO西日本管内の九州自動車道，大分

自動車道などの 7 路線と福岡北九州高速道路公社管内の高

速道路で計約 680kmの通行止めが発生した．その後，九州

自動車道が 4月 29日 9時 00分に全区間開通し，大分自動

車道が 5月 9日 22時 40分に全線開通したことで，九州地

方の高速道路が全面的に通行可能となった． 

c) 2018年大阪：NEXCO西日本の名神高速自動車道と山陽

道などの 11 路線と阪神高速道路管内の高速道路で計約

530kmの通行止めが発生した．その後，地震当日の 13時に

大半の区間で通行止めが解除された． 

d) 2018年北海道：NEXCO東日本管内の道央自動車道と札

樽自動車道などを含む 4 路線と国土交通省北海道開発局の

直轄管理区間を含めて最大で計約 377kmで通行止めが発生

した．NEXCO東日本管内では本震当日の 17時 05分には通

  
 (a) 2011年東北 (b) 2016年熊本 

  
 (c) 2018年大阪 (d) 2018年北海道 

図1 各地震における通行止めの有無（青丸/線：通行止めなし， 

赤丸/線：通行止めあり）と推定震度分布5) ,6) 
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行止めが解除され，本震から 3 日後には北海道開発局の直

轄管理区間も含めた全線で通行止めが解除された． 

３．各地震における通行止めの有無と震度の関係の分析 

3.1 通行止めの有無と震度の関係 

各地震およびこれらの被災事例を統合した場合（4地震と

表記）における高速道路の通行止め状況と推定震度分布（図

1）を重ね合わせ，マッチング可能な全ての IC 区間を対象

とした通行止め状況を震度別に集計した（図 2）．なお，低

震度領域における「通行止めなし」のデータを十分に確保

するため，図 1 の範囲外の領域も解析対象とした．1 つの

IC 区間に対して当該区間の両端の IC 位置での震度をペア

で採用しているためデータ数は全 IC区間のほぼ2倍となる．

各地震におけるデータ総数およびその内訳を表 1 に示す．

通行止めの有無と震度の関係（図 2）を見ると，すべての地

震において「通行止めあり」と「通行止めなし」の区間が

重なる部分はあるものの，「通行止めあり」の区間のほうが

高震度側に分布する傾向が見られる． 

3.2 通行止め発生確率とそのモデル化 

評価モデルの一段階目は，地震後の通行止め発生確率を

機能的フラジリティ関数として予測するものである．図 2

の二値データ（通行止めあり・なし）に最尤法を適用して，

通行止め発生確率をロジットモデルでモデル化したものが

図 3のシンボル付き実線である．参考までに，図 2から得

られた計測震度別の通行止め発生率（=計測震度別の通行止

めありの区間数／計測震度別のデータ総数）を図 3 にシン

ボルで示す．震度 2.8～3.5 程度から通行止めが出始め，震

度 3.7～4.4 で通行止め発生率 50%，震度 4.8～5.6 でほぼ

100%に達している．各地震および 4地震ともにモデルの適

合度を表す尤度比は 0.8 以上，的中率は 0.9 以上であった．

実測値とモデルはよく適合している．事業者の通行規制基

準と機能的フラジリティ関数との関係をみると，2.2で述べ

た通行規制基準値の付近で急激に増加する傾向がみられる．

2016 年熊本は震度情報で比較的表現できていると言える．

一方，2011年東北・2018年大阪・2018年北海道については，

規制基準値よりも低震度で曲線が立ち上がる傾向がみられ

る．2018年大阪の事例では，阪神高速は全線を 3ブロック

に分割して通行規制の有無を判断した影響と考えられる．

これによりブロックの一部において通行規制となる震度を

超過したことで，低震度の区間も通行止めとなったことが

指摘されている 8)．2018 年北海道の事例では，計測震度が

不明な区間や関連設備の被害に伴って施設制御が不能とな

った区間において，追加で通行止め措置が取られた影響が

考えられる．4地震の結果をみると，全体的には 2011年東

北の概形と類似しており，低震度領域については 2018年大

阪の影響が大きいと思われる．今後，通行止め期間の分析

とそのモデル化を行う予定である． 
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 (a) 2011年東北 (b) 2016年熊本 
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 (c) 2018年大阪 (d) 2018年北海道 

図2 各地震の通行止め有無と計測震度の関係 

（青：通行止めなし，赤：通行止めあり） 

表1 各地震におけるデータ総数およびその内訳 

（2016年熊本・2018年北海道は本州の IC区間も含む．4地震も同様． 

2018年北海道における括弧内の数字は，通行止め状況とNEXCO東日本で

観測された計測震度を重ね合わせて得られたデータ数を示す） 

 データ総数 通行止めあり 通行止めなし 

2011年東北 3,262 644 2,618 

2016年熊本 3,048 198 2,850 

2018年大阪 2,285 438 1,847 

2018年北海道 729(61) 87(31) 642(30) 

4地震 9,324 1,367 7,957 
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図3 計測震度別の通行止め発生確率（実測値：2011年東北(▲)，：2016年

熊本(＊)，2018 年大阪(■)，2018 年北海道(◆)，4 地震(+)，モデル：

2011 年東北(―▲―)，：2016 年熊本(―＊―)，2018 年大阪(―■―)，

2018年北海道(―◆―)，4地震(―+―)） 
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